
平成３０年度三重県農村地域資源保全向上委員会（第１回）の議事概要
■ 開催日時
　 平成３０年５月２８日（月）１３時３０分から１７時００分まで
■ 開催場所
　 ＪＡ三重健保会館　４階　中研修室（三重県津市羽所町525-1）
■ 出席委員
　 大野委員長、伊藤委員、奥山委員、丸山委員、宮村委員　計５名
■ 議事概要
１　日本型直接支払交付金について

（１）　多面的機能支払交付金の取組状況について
・事務局より、平成３０年度多面的機能支払の事業計画について説明を行いました。
（委　員）既存の活動組織が合併し、広域化を図ることにメリットはあるのですか。
（事務局）過疎化・高齢化の進行に伴う活動の継続の困難化やリーダーの不足等が課題であることから、そのような地域を取り込み、体制の強化を図っていく必要があると考えています。また長寿命化に取り組む広域活動組織は、交付単価にメリット措置があるため、県としては広域化への支援を行っていきます。
（委　員）今年度活動を休止する組織はあるのですか。
（事務局）現在地元で総会を実施しているので、継続していくのかどうかこれからの議論になります。
（委　員）地域単位で実施するつどいは、地域の取組がよく分かるため大変良かった。今後も充実していっていただきたい。また地域で活躍する女性の取組の発表など、女性の参加を促すことも検討して頂きたい。
（委　員）施策評価の評価項目ですが、それぞれの地域の特徴的な取り組みが分かる項目・一般市民へのメリットなどの項目を設ければ、より良いものになるのではないですか。
（事務局）国において実施する施策評価は、来年３月末の公表と期間が限られて
いることから、資料に基づく調査内容等により対応することのですが、
本委員会での意見を国に伝えます。

（委　員）取組組織・取組面積が毎年増えてくることは良いが、予算確保に向けどのような対応をしているのですか。
（事務局）国概算決定額が対前年と同額であることから、地域の基礎活動である農地維持活動・共同活動は全額配分とするが、長寿命化活動については他事業での実施の可能性を検討するよう国から指導がきています。今後は組織の広域化を図り、長寿命化の要望の上限額を外すことで、三重県への配分額を増やしていきたいと考えています。
（委　員）新聞に掲載された記事が添付されていますが、さまざまな活動組織がどのような思いで活動を実施しているか分かるような資料はあるのですか。

（事務局）三重県農地・水・環境保全向上対策協議会のホームページに活動内容を掲載し情報発信しています。
（委　員）国が発信しているメルマガや県オリジナルのニックネームを付け情報発信するのも良いＰＲになるのではないでしょうか。
（事務局）三重の里ファン倶楽部メールマガジンを活用した情報発信も検討していきます。
（２）　中山間地域等直接支払交付金の取組状況について
・事務局より、平成３０年度中山間地域等直接支払の事業計画について説明を行いました。

（委　員）四日市市や伊勢市は面積や金額の標記がないが、該当する農地がない、ということか。
（事務局）四日市市は５法指定地域でないので、交付金の対象ではない。伊勢市については、交付の申請がない状況であります。

（委　員）尾鷲や熊野の取組面積が少ないのは、５年間維持していくことが不安である、厳しい、ということなのか。

（事務局）第４期から第５期に移行するときに、やめたい、ということがないように働きかける必要がある。農振農用地なので、交付金を受けようが受けまいが、農地として維持しなければなりません。８割単価でも続けられる、ということを国と一緒に説明したことがあります。続けていけるようなフォローを県事務所、市町と一緒にやっていきます。

（委　員）中山間地域は環境に役立っている、というところを強調するべきではないか。農産物だけでやっていけるとは思わない。

（事務局）交付金の特徴として、地域での共同活動以外にも個人に配分できるものである。１００％個人配分しているところも一部はあるが、多くは共同活動に充てている。その部分を有効に使ってもらえばいいと思います。

（３）　環境保全型農業直接支払交付金の取組状況について

・事務局より、平成３０年度環境保全型農業直接支払の事業計画について説明を行いました。
（委　員）国際水準ＧＡＰとは、GLOBALG.A.P.のことですか？
（事務局）ここでいう国際水準ＧＡＰは、GLOBALG.A.P.に加え、アジアＧＡＰ等を含んでいます。
（委　員）当事業では、「ＧＡＰ認証を取る」ことが、要件となったのですか？
（事務局）事業要件は、ＧＡＰ認証の取得が要件ではなく、ＧＡＰに取り組んでいただくこととしています。ＧＡＰがどういうものかを理解し、実際に取り組みを始めていただくことが要件です。
（委　員）エコファーマーよりも、ＧＡＰの取組で、環境保全型農業の取組の質が上がるという考え方ですか？
（事務局）ＧＡＰの取組は、エコファーマーのように化学肥料・農薬の低減など、栽培方法を規定するものではありません。ＧＡＰは、適正な生産管理や農薬などの農業資材の適正使用、労働者の状況などあらゆる工程を記録・点検・改善してくことを通じて、農業者の経営意識の向上につなげていただくことが狙いであり、エコファーマーの取組と目的が違います。
（委　員）エコファーマーの制度はある程度浸透してきており、その農産物を選びたいという消費者がみえます。ＧＡＰの取組は消費者に伝わりにくいと思いますが、認証を取得すれば消費者に取り組みが伝わりますか？
（事務局）エコファーマー制度は、引き続き運用しますので、必要な方は引き続き活用いただきたいと考えています。ＧＡＰ認証を取得すれば、農産物にマークなどの表示が可能となり、このことでＧＡＰ認証を受けた農産物かが、消費者に分かっていただけるようになります。
（委　員）ＧＡＰの推進が進むと、大規模な企業（農業法人）や団体でないと、農業経営がなりたたなくならないですか？小規模な生産者は、ＧＡＰを重荷に感じていると思いますが、どうでしょうか？
（事務局）ＧＡＰは、農業者の経営意識の向上につなげていただく取組であり、経営規模の大小にかかわらず、経営改善を目指す農業者にとっては有効な取組であると考えています。現在、大手流通・販売企業では、農産物の取引においてＧＡＰ認証の取得を条件とするところもあり、グローバル化の中で、このような傾向は進むものと予想されます。一方、認証の取得には費用もかかることから、認証を取得するかどうかは、農業者が生産規模や販売先等により判断いただくことになります。
（委　員）日本の農業者のほとんどが、モラルを持って安全・安心なものを作ろうと頑張っていただいていると思います。ＧＡＰ認証を取得した農産物でないと、将来的に安全・安心が消費者に認識されなくなるから、必ず取得を目指さないといけないなど、農業者がＧＡＰを間違って理解しないよう、いろいろな方向性があることをＰＲしていくことも大切だと思います。ＧＡＰという言葉だけが、独り歩きしている感じがするので、しっかりＰＲしてほしい。
（事務局）県としても、ＧＡＰ認証の取得は経営発展を目指す生産者にとって、販路拡大や経営改善などに活用できると考えており、認証の取得を推進しています。また、普段の農場管理・農作業の中で、少しでも農業経営を良くしていこうという意識を持ってもらうこと、ＧＡＰに取り組むという風土づくりも大切であると考えています。例えば、労働安全の面では、農作業時にヘルメットをかぶるというルールを決め実践することだけでも、より安全な職場環境にするという取組につながり、このことがＧＡＰの取組の一つとなりますので、農業者の規模や目指す経営方針等に基づき、できるところからＧＡＰに取り組んでいただければと考えています。
（委　員）そのあたりを正確に説明していただくようお願いします。
（事務局）周知します。
（委　員）農薬を使用せず栽培を行う農業者は、小規模な経営が多いと思いますが、そのような方もＧＡＰ推進の対象ですか？
（事務局）農業生産を行ううえで、ＧＡＰが求める食品安全、労働安全、環境保全に取り組むことは、規模に関係なく重要なことです。小規模な経営だからといって、農薬の使用記録や農産物の衛生管理等が求められないというわけではないので、規模に関係なくＧＡＰの取組を推進しています。
（委　員）ＧＡＰ認証農産物は、品質が良いという証明にもなりますか？
（事務局）ＧＡＰ認証は、農場の取り組みを認証する制度であり、農産物の品質を保証する制度ではありません。
（委　員）当事業に、国際水準ＧＡＰに取り組むことの要件が、どうして付加されたのですか？
（事務局）グローバル化の中で、現在、国を挙げて国際水準ＧＡＰの取り組みを重点的に推進していることから、当事業においても要件に盛り込まれました。
２　中山間ふるさと水と土保全対策について
（1） 中山間ふるさと水と土保全対策事業について

（２）三重のふるさと応援カンパニー推進事業について

・事務局より、平成３０年度ふるさと水と土保全対策事業及び平成３０年度三重のふるさと応援カンパニー推進事業の事業計画について説明を行いました。
（委　員）企業が地域へ出向いて活動していることが多いが、逆に地域が企業へ出向いて勉強する、ということもやったらと思うが、そういうことはやっていないのか。連携するにはお互いに並列な立場でないと続かないと思う。そうすると企業も目的があって話をすると思うし、商品開発などの新たな事業展開にも結びつくと思う。

（事務局）地域振興、農山漁村の活性化、というところに目を向けているところは　　　　　　あります。地域の課題を企業がフォローする、という視点が多かったと思います。今回、ＮＰＯに業務委託するが、引き続き地域に関心のある企業の掘り起こしは進めつつ、チャレンジする意味も込めて、企業のミッションに併せて、地域にそちらを向いてもらう、という手法も考えています。地域を活用して企業活動を行う、という視点での仕掛けも検討していきます。

　　　　　　いままではＣＳＲ（企業の社会的責任）という考え方が中心であったが、昨年度からはＣＳＶ（共通価値の創造）という、企業にもよりメリットを生む活動にも注目して進めたいと考えています。
（委　員）今回最新の協定については、これまでと違う名称であると思うが、これまでの三重のふるさと応援カンパニー推進事業に基づくものなのか。新聞記事には事業名が一切出てこないので、これまでと違うのか。

（事務局）今回の協定は当課で進めているこれまでの協定とは異なり、「食」というカテゴリーもあったこと、また、きっかけが、起業者養成講座の講師からの紹介こともあり、これまでの「カンパニー事業」というくくりだけでは進められなかった部分もあります。

（委　員）文部科学省の福利厚生部門を旅行関連企業が請け負うことになって、そういうところと連携、というのもあるのかもしれない。

（事務局）ＣＳＶの考え方で進める方が続くかもしれない、という話をしましたが、これまでのボランティア、福利厚生ということを視野に入れている企業もあります。そこはそこで、進めて行くべきと思います。これまでの部分を進めると同時に新たなチャレンジ、というのも考えていきます。
（委　員）企業と農山漁村の１：１というのが基本かとは思うが、そういう地域が交流する、他地域の連携の場面や企業見学などもいいのではないか。
（事務局）企業が地域を回る、というツアーは過去に開催したことがあります。逆に地域が企業を回る、というのは過去に例がない。そういうことができるかどうか、いきなり集まるのか、ということもあるので、まずは１：１の中で取組地域の近くの会社などを訪問する企画などはやれるのかもしれません。

（委　員）食品会社などは工場見学のコースなどがあるので、そこへ地域で行って、つながりを作る、ということもある。

（事務局）地域の担当者とも相談して考えていきます。

（３）
子ども農山漁村ふるさと体験推進事業について

・事務局より、平成３０年度子ども農山漁村ふるさと体験推進事業の事業計画について説明を行いました。
（委　員）子ども農山漁村ふるさと体験推進事業の対象について、高校・大学のサー
クル活動等は以前から対象か。
（事務局）国の事業については、小学生までが対象だが、三重県については平成24年度から県単事業で大学生までを対象としています。
（委　員）事業内容の内、対象を子どもに限らないものもあるが、その整理は。
（事務局）各事業について、補助の要件があり、国の事業とも連携を図りながら行っているため、子どもに限らない場合もあります。
（委　員）各受入地域協議会の受入実績の報告はあるのですか。
（事務局）毎年度末に調査を行っています。
（委　員）県内では小学生の受入が伸びないという話を聞くが、現状はどんな感じですか。
（事務局）各受入地域協議会によって、大学生が多いところ、小学生が多いところ、インバウンドの受入を行っているところなど、様々です。また受入については泊を伴った体験よりも日帰りが多いと聞いています。

（委　員）学校から直接受入協議会に連絡するのですか。
（事務局）はい。リピーターも多いと聞いています。

（委　員）事業内容に農林漁業体験民宿とあるが、民泊と農泊は違うのですか。
（事務局）民泊は、届け出で180日までの営業が可能となる宿泊施設そのものを指します。例えば農業や農林漁業体験の有無は問いません。他方、農泊とは農山漁村に滞在する旅行形態をいい、農山漁村に来て、地域の魅力を感じてもらう滞在型旅行のことです。農泊については農林水産省も三重県も、農山漁村の活性化という観点で推進しています。

（委　員）田舎で民泊施設を利用してもよいですか？
（事務局）問題ないです。農泊とは旅行の形態のことで、どの宿泊所を使うかは別の話と整理しています。従来から、農山漁村での交流を促進する上で農林漁業体験と一体的に提供できる施設として有用であることから農林漁業体験民宿を推進しています。そこに新たにインバウンド対応ということで民泊推進の考え方が入ってきた。我々としては、農泊という概念の中で推進していく部分を切り分けて考えていきます。
（委　員）民泊の方が届け出だけなので、ハードルが低いのでは。
（事務局）民泊では営業日数180日などの制限があるほか、営業にあたって他法令に基づく許可がないと届け出受理できないことなどからハードルは低くないとの声もあります。農泊の推進にあたっては地域にとってどういう手法をとるのがいいのか、注視しながら支援していきます。
（委　員）受入協議会の窓口を1つにできないか。もしくは、民間を活用できないか。
（事務局）現時点ではそれぞれがHPでPRしている状況である。今後の課題としていきたい。

３　中山間地農業ルネッサンス事業について

・事務局より、県が行う推進事業の平成29年度実績と平成30年度計画について説明を行いました。

（委　員）バイヤー等の公開指導について、バイヤーの所属がスーパーなのか百貨店なのかでも、バイヤーの視点が違うのではないかと思うが、どのような方を想定しているのか。
（事務局）現時点では、オイシックスドット大地（ネット販売）とコンサルを予定しています。
（委　員）平成29年度に作成した3冊の冊子について、それぞれのターゲットは。

（事務局）「みえいろ」は県内外の新規就農希望者をターゲットとしています。その他の2冊については、県や市町などの行政と関係者向けの冊子になっています。

（委　員）「みえいろ」を一般の人が手に取る機会はあるのか。
（事務局）行政を中心に配布しました。ホームページには掲載しています。
（委　員）「みえいろ」は読む気になる。他の2冊は固い。団体同士で読みやすいような構成や表現にしてほしい。
４　その他
・特になし
■ 会議の公開・非公開
　 公開
■ 傍聴者・報道関係者
　 なし
■ 問い合わせ先
　 三重県津市広明町１３番地
　 三重県農林水産部農山漁村づくり課農地水保全班
　 担当：伊藤、礒田　TEL 059-224-2551

